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都道府県別行政投資の将来推計*) 
－社会資本ストックの維持を目的としたシミュレーション分析－ 










その結果、道路は、全国で対 2003 年度比-72.9%と 2030 年度段階で社会資本ストックを維持するのに
必要な実質新設改良費は現状を大きく下回った。水道は、全国で対 1998 年度比-27.7%と 2030 年度段階
で社会資本ストックを維持するのに必要な実質新設改良費は現状を下回った。しかし、都道府県別に見る
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1） 日本より社会資本整備の進展が早く、多くの施設において維持・更新の時期を既に迎えつつあるアメリカ合衆国では、1970年代以降社会資本の老朽化による橋梁崩落・水道管
破断の大規模事故が頻発し、大きな社会問題となっている。近年では2007年8月にミネアポリス市の高速道路の橋梁の崩落事故が発生し、多くの死傷者が発生した。アメリカにお
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(2003a)では、国土交通省所管の社会資本ストック量について、2001 年以降 25 年間で、社会資本投
資の伸びを一定とした場合、維持管理・更新投資の合計額が総投資額に占める割合が現状の約 3～4
倍になることを示した6）。一方、内閣府政策統括官(2002)では、道路・下水道・都市公園・学校学術・



















7) 他に水道施設の維持・更新についてシミュレーションを行ったものとして、厚生労働省健康局(2004)がある。  
8）東京都以外でも都道府県及び市町村の部署単位で維持更新費用の推計が行われている。但し、推計方法及び維持更新費用の定義は様々である。詳しくは、長野幸司・南衛(2003)
や富士総合研究所(2003)を参照されたい。 
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10）である。なお、 j tgK はg部門（ 1=g （道路）,2（水道）, 3（下水道）, 4（廃棄物処理））、t
年度、j都道府県における社会資本ストック、 tgK はg部門、t年度の全国の社会資本ストック、 j tgG
はg部門、t年度、 j都道府県における（名目）行政投資額、 tgG はg部門、t年度の全国の（名目）












gt ´-+= -- 11  
また、同様に全国の各部門の社会資本ストックの推計式は以下の通りである。 
)()( )()()()( ntgmntgntggttggt BBIIKK -+--- -+-+= 1  
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GKKKK ´-+-=´-=- -+---- )}(){()( )()()()()( 11  
ここで、災害復旧費を無視すれば11）、過去に実施されたg部門、t年度、 j都道府県における実質新

















gt ´+-=´= --1  
このようにして各部門とも 1998 年度以前の都道府県実質新設改良費（都道府県別除却系列）を求め
ることが出来る。内閣府政策統括官(2002)による耐用年数は、道路が48年（ 48=n ）、水道が34年
（ 34=n ）、下水道と廃棄物処理が15年（ 15=n ）であるので、1999年度以降の都道府県別会資本
ストックの推定式を以下のように求めることが出来る。 
道路： )( )()( j tjtj tjt IIKK 4811111 -- -+=  水道： )( )()( j tj tj tjt IIKK 3422122 -- -+=  
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道路： )( )()()( j ttjtJJ IIKK 4811203019991998120301 -= -+å=  
水道： )( )()()( j ttjtjj IIKK 3422203019991998220302 -= -å+=  
下水道： )( )()()( J ttJtjj IIKK 1533201319991998320133 -= -å+=  
廃棄物処理： )( )()()( J ttJtjj IIKK 1544201319991998420134 -= -å+=  
t
j
gK ・ tjgI ・ J ntgI )( - はg部門、t年度、 j都道府県における社会資本ストック、実質新設改良費、都
道府県別除却系列である。 
 ここで道路と水道では1998年度と2030年度の都道府県別社会資本ストックが同じになるような
                                                   
14 ）下水道と廃棄物処理の延長推計を2013年までとしたのは、過去に行われた実質新設改良費 jgtI が2013年度の除却系列までしか存在しないからである。同様に実質新設改良
費 jgtI について、水道は2032年度の除却系列まで、道路は2046年度の除却系列まで存在するが、両分野の推計年度を統一するために2030年度まで延長推計を行った。 
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（ jj KK )()( 2030119981 = ・ jj KK )()( 2030219982 = ）、毎年均等の都道府県別実質新設改良費
jj II )()( 2030119991 == 及び jj II )()( 2030219992 == が推計出来る。同様に、下水道・廃棄物処理は1998
年度と 2013 年度の都道府県別社会資本ストックが同じになるような（ jj KK )()( 2013319983 = ・
jj KK )()( 2013419984 = ）、毎年均等の都道府県別実質新設改良費 jj II )()( 2013319993 == 及び









9907500134721 210000401 =+-= RGS tt   
水道： ).(..
).().(
980051564314 220000202 =+-= RGS tt  
下水道： ).(..
).().(
980770782915 230000003 =+= RGS tt  
廃棄物処理： ).(..
).().(
920610245688 2400002604 =+-= RGS tt  
この推計結果より全国の部門別の2003年度の全国の部門別行政投資額 )(2003gG （表２参照）を代入
することで全国の部門別の 2003 年度の名目新設改良費 )(2003gS を推計することができる。更に、
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最後に、 )(2003gI に2003 年度の都道府県別の行政投資額の対全国シェアを掛けることで2003 年度の
都道府県別実質新設改良費
j













GII ´=  
４．推計結果 















北海道 162,810 -72.4% 44,850 -25.1% 136,885 20.1% 20,695 15.1% 
青森 25,837 -73.7% 12,287 -43.6% 22,786 -13.4% 6,691 20.3% 
岩手 39,094 -64.3% 11,122 -30.8% 19,600 -28.9% 5,740 149.0% 
宮城 32,864 -69.1% 29,063 6.6% 48,409 3.2% 8,935 -12.8% 
秋田 25,273 -82.9% 7,745 -55.4% 19,629 -33.5% 5,498 22.8% 
山形 25,307 -78.2% 12,605 -31.9% 24,485 -5.6% 4,887 102.3% 
福島 42,624 -71.9% 18,710 -35.5% 27,524 -42.9% 9,122 30.7% 
茨城 41,358 -70.5% 24,828 -29.7% 55,380 -28.6% 15,533 75.6% 
栃木 30,572 -71.1% 14,006 -34.8% 32,002 -15.6% 7,857 -23.7% 
群馬 36,063 -61.8% 13,699 -33.5% 27,605 -26.1% 9,133 45.4% 
埼玉 61,237 -71.0% 55,999 -35.1% 125,263 33.6% 28,210 81.6% 
千葉 60,928 -68.4% 48,391 85.5% 100,090 9.3% 25,936 34.5% 
東京 159,658 -66.4% 129,619 -33.4% 417,099 28.8% 70,057 61.0% 
神奈川 83,906 -69.9% 80,291 4.5% 264,062 64.2% 33,456 68.6% 
新潟 67,126 -64.3% 23,096 -29.6% 53,301 -27.1% 13,235 94.6% 
富山 23,749 -71.9% 8,298 -31.0% 22,891 -19.3% 3,714 23.0% 
石川 22,788 -75.8% 13,301 -23.9% 26,490 -35.0% 5,950 100.2% 
福井 22,237 -67.2% 6,615 -59.5% 20,302 -18.5% 3,818 69.4% 
山梨 25,818 -72.2% 6,649 -63.8% 18,202 -22.9% 3,634 36.2% 
長野 46,953 -69.7% 20,774 -23.6% 48,689 -15.4% 9,935 58.0% 
岐阜 44,038 -80.3% 14,806 -28.1% 30,662 -28.3% 8,615 -22.4% 
静岡 63,596 -81.4% 23,983 -8.6% 55,482 1.5% 18,608 43.1% 
愛知 80,144 -77.2% 55,565 -25.0% 127,375 -13.0% 35,629 23.2% 
三重 30,321 -74.9% 18,442 -29.0% 25,093 -46.9% 11,942 34.2% 
  -  
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滋賀 23,168 -77.2% 10,485 -49.2% 39,280 -18.2% 5,740 90.7% 
京都 25,043 -82.5% 24,263 -28.8% 79,299 12.0% 13,948 17.5% 
大阪 113,283 -55.4% 72,325 -26.7% 230,220 1.1% 33,866 46.1% 
兵庫 80,080 -69.2% 55,120 -8.8% 155,730 31.4% 27,485 15.4% 
奈良 20,071 -80.8% 16,646 -23.0% 29,994 25.8% 5,459 -0.6% 
和歌山 23,774 -81.1% 7,261 -52.9% 11,245 -26.0% 7,617 21.0% 
鳥取 14,909 -81.3% 3,679 -51.8% 15,190 -40.6% 2,703 30.8% 
島根 20,613 -81.3% 6,848 -60.5% 13,473 -31.0% 3,903 -29.3% 
岡山 37,178 -69.3% 16,982 -22.3% 39,860 -20.5% 9,445 91.1% 
広島 52,522 -71.9% 26,802 -15.1% 60,654 1.3% 12,452 -33.9% 
山口 33,451 -65.7% 12,672 -4.3% 28,669 -11.4% 7,929 82.1% 
徳島 17,791 -75.2% 4,430 -49.4% 4,233 -66.6% 5,645 -5.7% 
香川 15,847 -73.1% 7,157 -40.8% 16,073 -11.4% 6,164 -12.9% 
愛媛 26,826 -81.3% 9,800 -36.2% 19,854 -13.9% 7,232 43.0% 
高知 19,885 -77.4% 5,484 -37.1% 10,373 -33.5% 5,689 61.8% 
福岡 60,254 -73.8% 38,796 -38.8% 98,264 -28.9% 20,017 13.2% 
佐賀 15,319 -73.2% 8,215 8.9% 8,831 -63.5% 3,555 -52.9% 
長崎 20,698 -81.4% 11,896 -31.9% 16,457 -30.7% 7,376 -53.7% 
熊本 29,956 -71.0% 9,037 -30.9% 29,129 16.0% 6,933 -0.6% 
大分 20,772 -78.7% 7,355 -43.5% 14,991 -31.8% 5,961 20.6% 
宮崎 26,299 -70.6% 6,328 -51.4% 13,517 -16.9% 5,589 -43.5% 
鹿児島 30,016 -76.7% 10,811 -44.7% 12,104 -29.3% 7,320 18.8% 
沖縄 20,213 -78.9% 19,551 -57.4% 16,022 -22.5% 3,606 -70.2% 
都道府県
計（全国） 










 下水道は全国で対2003年度比-4.3%と 2013 年度段階で社会資本ストックを維持するのに必要な実
質新設改良費は現状を僅かに下回る結果となった。都道府県別にみると、神奈川県、埼玉県、兵庫県
                                                   
18）全国の除却額のピークは道路が2046年度、水道が2030年度、下水道が2011年度、廃棄物処理が2012年度となっている。 
  -  















表２：行政投資額 )(1998gG ・ )(2003gG （単位：百万円） 
 )(1998gG  )(2003gG  対1998年度 増加率 
道路 13,270,117 9,173,496 -30.9% 
水道 1,861,499 1,372,826 -26.3% 
下水道 4,520,688 2,938,199 -35.0% 
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Estimate of Amount of Administrative Investment Necessary for Maintaining and Updating 
Infrastructure of Japanese Prefectures 
 
                                                                 Katsuhiro Kamba† 
 
This Paper conducts on a simulation to estimate the administrative investment necessary for 
maintaining and updating the infrastructure of present-day Japanese Prefectures. The field 
of the analyzed infrastructure is four fields (the road, water service, drainage, and the trash 
disposal facility).  
In this text, amount of an administrative investment necessary to estimate the administrative 
investment done in the past, and to maintain the infrastructure stock of the current state 
by the simulation in addition was estimated. 
It has been understood that maintenance and update of the infrastructure are the pressing issues 
as a result of these. 
Especially, maintenance and update of the infrastructure in the metropolitan area and a further 
provision of social capital in the local area will become a problem in the future. 
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